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1.は じめ に

教 育現 場 に 山積 す る今 日的 な課 題 に 向き合 った 時 に,理 論 的 なア プ ロー チ に よって 自信 を も

っ て判 断 す る機 会 が増 えた よ うに思 う。大 学 院で の学 び は,困 難 な課題 を解 決 す る際の精 神 的

な支 えに もな った。 経 験的 な見方 で恐縮 だが,大 抵 の 問題 は一気 呵成 に解決 す るこ とよ りも,

まず 着手 で き る ところか らひ とつず つ少 しず つ丁寧 に小 さな破 片 を剥 してい くよ うな営 み に よ

っ て核 心 に迫 り解 決 して い くよ うに思 う。 教頭職 と しての 日々 の営み は,そ の地道 な剥離 作 業

の連続 と言 って も過 言 で はない。 教頭 の業 務 は,効 率 よく効 果 を上 げ るため の 「企 画 ・構 想,

情報 収集 ・処 理」 とい った補 佐機 能 と円滑 に業務 を遂行 す るた めの 「連絡 ・調 整,指 導 ・助 言」

とい った管理機 能 に概 ね整理 され る。 こ こで は,今 日の喫緊 の課題 で ある働 き方改 革 を取 り上

げ,「 教員 の負 担軽減 と円滑 な業務 遂行,勤 務 時間 の縮 減 に関わ る働 き改革へ の取 り組 み 」につ

い て省 察 をす るこ とに したい。

2.教 員 の 時間外 労働 ・長 時 間労働 と処遇 に ついて

教員 の業務 は,学 習 指導 だ けで な く,生 活指 導や 部活 動,そ して保護 者 や地 域 との連携 な ど

多岐 にわた ってい る。 そ の上 に学校 や教員 に対 す る多様 な期 待 と教員 自身 の使命 感 ・責任 感 が

重 な り,結 果 的 に時 間外 の長 時 間労働 とい う形 に表 れ,も はや看過 で きない深刻 な状況 を生 み

出 して い る。

平成28年4月 に堂故 茂 文部科 学 大 臣政務官 を座 長 とす る 「次 世代 の学校 指 導体 制 にふ さわ

しい 教職 員 の在 り方 と業務 改善 の ための タス クフォー ス」 で は,学 校 や教員 の業務 の大胆 な見

直 しを着 実 に推進 し,教 員 の業務 の適 正化 を促進 す る こ と等 を通 じ,教 員 が子 ども と向き合 え

る環境 整備 を推進 す る こ とが示 され,平 成29年8H29日 中央教 育審議 会 初等 中等 教育分 科会

学校 にお ける働 き方改 革特別 部会 「学校 にお け る働 き方 改革 に係 る緊 急提言 の具体 的 な方 策 」

の 中で は,校 長及 び教 育委員 会 は学校 におい て,「 勤務 時 間」を意識 した働 き方 を進 め る こ とや

全 ての教 育 関係 者 が学校 ・教職 員 の業務 改善 の取組 を強 く推 進 して い くこ とな どが提言 され た。

処遇 にっ いて は,公 立学 校 の教員 は,「公 立 の義務 教 育諸学 校等 の教 育職 員 の給与 等 に関す る

特別 措置 法」(以 下,給 特法)及 び 関連政 令,条 例 に よ り,時 間外勤務 手 当が支 給 され てい ない。

そ の代 わ りに,給 料.月額 の4%に 相 当す る教職調 整 額 が一律 に支 給 され てい る。 ただ し,教 職

調 整 額 は,昭 和41年 度 に文 部省 が実施 した 「教員 勤務 状況 調査 」 を根 拠 に定 め られて お り,
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現 在 の教 員 の勤務 実態 とは大 き くか け離れ て い る。 実際 に は,公 立学校 に勤務す る教 員 の長 時

間労働 ・時 間外労働 が増 大化 ・常態化 してい る。

3.教 員 の 「自発 性 ・創 造 性 に基 づ く超 過 勤務(残 業)」 時 間の 設定 と勤 務 時間縮 減 の取組

給特 法 で は,教 員 の残 業 は,勤 務 の特殊 性 によ る 「自発 性 ・創 造 性 に基 づ く超 過勤 務(残 業)」

と され てい る。 そ こで,筆 者 が勤 務す る京都 市 立梅 津小 学校 で は,政 府 の働 き方 改革 実現 会議

で の議 論 を踏 ま えて,平 日午 後8時,毎 金 曜 日は 「エ コデー 」と して午 後7時 の施 錠 を意識 し,

全教職員が共通理解 の上励行す るよ うにして時間外労働 が.月80時 間を超 えない よ うに設 定 している。

また時 間外 労働 を縮減 改 善策 と して,積 極 的 にICTを 活 用 し,各 種 シス テ ムの有効 活用 や業

務 のデ ジタル化 を進 めて きた。職員 会議 の電 子化 の事例 をひ とつ紹介 したい。3年 目の実践 で,

京 都 市 の平成29年 度 第16回 教 育実 践功績 表 彰チ ー ム部 門にお いて 「業務 の効 率化等 時 間外 労

働 の削減 」 の事例 と して評価 をいた だい た。 会議 で配布 していた 印刷物 を廃 止 し,文 書 を電子

的 な配 布 文書 デー タ に加 工 して各 自のPCで 閲覧 しなが ら議 事進 行 をす る。教職 員45名 分 の総

ペ ー ジ数 は年 間で約16 ,200ペ ー ジ。 紙ベ ー スで 印刷 ・帳合 ・配布 ・刷 り直 し等 を して いた と

す れ ば,そ の時間 と労力 は膨 大 で ある。 この実践 で要 とな るのが,電 子 デ ー タを実 際の紙 の よ

うにま とめ た り,加 工 した りで き る ソフ ト(DocuWorksDesk)の 活用 で あ る。 多様 な書 式 の

デー タを一元 管理 し,そ の都 度個 別 に ソフ トが起動 す るス トレス もな く文 書 を閲覧 で きる。電

子 化 の 良 さは,会 議 後 の情報 活用 で も効果 が あ る。 情報 の検 索効 率 も上 が るた め,教 育活 動 と

連 動 した情報 流通 ・情報 共有 が進 み,教 育 実践 も円滑 にな るな ど業務全 体 の効 率化 も図れ た よ

うであ る。

職員 会議 の取 り組 み を きっか け に,教 務 ・人 権 ・生徒 指導 ・総合 育成 の各主任 で構 成 した チ

ー ムに よっ て
,さ らな る活用 推進 対策 を進 めた。 スキ ャナ機 能 も生 か してアナ ログデー タ を取

り込 む な ど工夫 を重 ね た結果,情 報流 通 の電子化 や ペー パ レス化 は,日 常 的 な業務 ス タイ ルへ

と確 立 し意識 改革 も進 ん だ。

校務 分 掌や 指導体 制 の工 夫 も重 要 なポイ ン トで あ る。短 時 間勤務 教員 やTT・ 総合 育成支 援 ・

育児 時短補 充 とい た力晒己教員,そ してス クール サ ポー ターや 総合 育成支 援員 な ど人 的資源 の配

置 を工夫 し,支 援 が必 要 な学 級へ の対応 や,配 置効果 のあ る クラス が 「どこで何 時 間配置 すれ

ば よい のか。」,あ るい は 「どの よ うに連携 させれ ば,教 材 研 究の負 担や 評価 の事 務負 担 を軽減

し,よ り効果 的 な指導 体制 が確 立で き るか。」とい った配 慮 をす る こ とで働 き改革 の推進 に寄 与

す る と考 えてい る。

以 上 の よ うに,今 後 も引き続 きICTと 組織 マネ ジメ ン トを融 合 させ,「 教 員 が本質 的 に担 う

業務 」へ の 時間確保,「 校 務分 掌や 各種 委員 会等 の整理 と合 理化 」,「様 々 な専 門ス タ ッフや 支援

人 材 の役割 分 担 と連 携 」,そ して行 事 の見直 しな ど効 率的 な業務 改 善 を図 り,勤 務 時 間の縮減 を

進 めて行 きたい。

[附記]本 事例 は,独 立行政法人教職員支援機構第1回NITS大 賞 にて ミニ ッツ大賞 を受 賞 した。
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